
貸  借  対  照  表
（２０１８年４月３０日現在）

（単位：円）

資産の部 負債の部
科　目 金額 科　目 金額

流動資産 2,363,391,691 流動負債 347,563,481

現 金 3,141,557 未 払 費 用 173,374,576
普 通 預 金 2,139,646,244 前 受 金 29,100,000
売 掛 金 261,317,338 預 り 金 6,016,558
未 収 入 金 1,527,759 仮 受 金 3,384,179
貯 蔵 品 336,270 役 員 賞 与 引 当 金 9,000,000
前 払 費 用 7,029,357 賞 与 引 当 金 46,054,935
立 替 金 2,836,602 未 払 法 人 税 等 60,325,433
貸 倒 引 当 金 △ 52,443,436 未 払 事 業 税 14,466,400

未 払 消 費 税 等 5,841,400

固定負債 251,623,912

役員退職慰労引当金 44,040,000
退 職 給 付 引 当 金 107,143,912

固定資産 1,062,864,299 CS回線設備更新引当金 100,440,000

有形固定資産 3,283,092

建 物 附 属 設 備 1,577,900 599,187,393
機 械 及 び 装 置 126,610,323
工 具 器 具 及 び 備 品 26,679,325 純資産の部
減 価 償 却 累 計 額 △ 151,584,456 株 主 資 本 2,827,068,597

  資   本   金 400,000,000

無形固定資産 19,802,316
  利益剰余金 2,427,068,597

電 話 加 入 権 10,482,600
ソ フ ト ウ ェ ア 9,319,716

利 益 準 備 金 72,610,000

投資その他の資産 1,039,778,891 その他利益剰余金 2,354,458,597
配 当 積 立 金 636,000,000

投 資 有 価 証 券 990,705,560 別 途 積 立 金 918,000,000
差 入 保 証 金 42,890,000 繰越利益剰余金 800,458,597
そ の 他 の 投 資 3,500,001
長 期 前 払 費 用 2,683,330

2,827,068,597

資産合計 3,426,255,990 負債及び純資産合計 3,426,255,990

負 債 合 計

純 資 産 合 計



(単位:円)

売上高 2,841,059,333

事業収入

番組供給収入 1,123,858,864

放送企画事業収入 1,193,739,714

クロスメディア収入 44,440,000

催物収入 113,990,655

受入回線収入 296,527,776

その他収入

業務受託料 44,000,000

その他収入 24,502,324

売上原価 2,085,725,823

番組制作費 905,179,491

ネットワーク費 541,671,659

放送企画事業費 272,514,465

クロスメディア事業費 2,220,000

催物費 91,720,686

CS回線運営費 272,419,522

  売上総利益 755,333,510

販売費及び一般管理費 504,180,227

  営業利益 251,153,283

営業外収益 6,302,040

受取配当金 5,880,560

受取利息 666

貸倒引当金戻入額 272,143

その他営業外収入 148,671

  経常利益 257,455,323

257,455,323

112,408,100

145,047,223

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

当 期 純 利 益

損  益  計  算  書
自  2017年  5月  1日
至  2018年  4月 30日

金  額科  目



 

個別注記表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１．投資の評価基準及び評価方法 

 （１）有価証券  

①満期保有目的の証券        償却原価法によっております。 

     ②その他有価証券・時価のあるもの･･･決算日の市場価格等に基づく時価法によっ

ております。（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算出しております。） 

             ・時価のないもの･･･総平均法による原価法によっております。 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 （１）貯蔵品 

   先入先出法による原価法によっております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法に定める定額法によっております。 

なお、法人税法の改正に伴い、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の 5%に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の 5%と備忘価額との差額を 5 年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

   

 

４．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 （２）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき金額を計上

しております。 

 （３）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額の 100％

を退職給付債務として計上しております。 



 

（５）役員賞与引当金 

   役員の賞与の支給に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に負担する額を計上しております。 

５．消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額の科目ごとの内訳 

   建物附属設備       １，５７７，８９６円 

   機械及び装置     １２３，８１４，８６７円 

   工具器具及び備品    ２６，１９１，６９３円 

     

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 １．当事業年度末日における発行済株式の種類及び数 

  普通株式         ８，０００株 

 ２．当事業年度末日における自己株式の種類及び数 

  該当事項はありません 

 ３．剰余金の配当 

  （１）配当金支払額等 

    2017 年 7 月 20 日開催の第 34 期定時株主総会決議による配当に関する事項 

    ・配当金の総額      ２８，０００，０００円 

    ・1 株当たりの配当金        ３，５００円 

    ・基準日       2017 年 4 月 30 日 

    ・効力発生日     2017 年 7 月 21 日 

 ４．当該事業年度末における新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません 

 

Ⅳ．１株当たり情報に関する注記 

 １．１株当たり純資産       ３５３，３８３円５７銭 

 ２．１株当たり当期純利益      １８，１３０円９０銭 

 

Ⅴ．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 


